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１ 病院事業の基本方針  
 

（１）新病院建設の必要性  
旧生駒総合病院については、奈良県国民健康保険団体連合会（以下「国

保連合会」という。）が、国民健康保険被保険者の受診機会の確保の観点

から、昭和２５年４月から平成１７年３月まで長年にわたり生駒の地で病

院運営をしており、市内はおろか県北西部地域の中核病院として地域住民

の医療ニーズに対応できる身近な病院として又、一般救急告示、北和小児

科二次救急輪番病院としての地域医療の一翼を担っておりました。しかし、

病院施設・設備の老朽化が深刻な状況等から今後の病院運営について検討

するべく、国保連合会に設置された「生駒総合病院の運営に関する検討委

員会」から、国保被保険者の受診者の確保という当初の目的はすでに達成

され、その使命は終えたことから、国保連合会が今後も病院運営を継続す

ることは適当でないが、生駒市民を中心に多くの患者に利用されているこ

と、一般救急・小児救急医療に貢献していること等、医療機関として存続

すべき必要性を認める提言が出され、移譲による存続を模索されましたが、

結果的に平成１７年３月３１日をもって閉院されました。  

その間、延べ３０，９３４筆の生駒総合病院の存続及び新病院建設を要

望する署名簿や６回にわたり生駒市医師会から新病院建設についての要

望書が提出されました。  

これらのことから、本市としては、地域医療の拠点がなくなった状況を

早期に解消すべく、「生駒総合病院後医療に関する検討委員会」を平成１

７年１２月に設置し、市内の医療の現状と地域の病院の運営状況等を調査

分析した上で、旧生駒総合病院閉院により明らかに欠落した地域の救急医

療体制の確保とその基盤となる二次医療機能確保への医療機関の再構築、

すなわち、新病院の必要性をうたった「生駒総合病院後医療に関する提言

書」を受けました。  

さらに、当該提言書を具現化することを目的として、平成１８年１１月

に設置しました「生駒市新病院整備専門委員会」において、市民及び市内

医療機関へのアンケート調査を実施し、その結果、新病院についての高い

ニーズが改めて明確になり、このことを踏まえ、新病院における医療機能

等を「中間答申」として当該委員会から提言を受けました。  

    また、「中間答申」提言後も、市民グループが本市の新病院計画につい
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て広く市民に理解を深めてもらうことを目的に、市民集会を開催（平成２

０年８月３日、平成２１年２月１日）し、多くの市民が参加しました。  

さらに、本年１月からは、市民グループ４団体による本市立病院の開設

を求める署名実行委員会が新病院の早期開設を求めて署名活動を開始し、

２４，２１７筆の署名と要望書を県知事及び県医療審議会会長に提出され

ました。  

現在、市内には小児科の二次医療を担う病院が不足し、また、奈良県北

和小児科二次輪番制に参加する市内病院もない状況にあり、小児科の二次

医療は市外の病院に依存しています。また、一部市内病院において小児科

二次医療の実施を含む増床計画が進められており、問題点の改善が期待さ

れるものの、さらなる充実が求められています。  
また、市内の内科系及び外科系の二次救急医療においては、奈良市内の

近隣病院を加えた５病院により二次救急輪番体制が整えられているもの

の、照会回数が多く、救急搬送に多くの時間を要することとなっています。

このことから、より緊急性、迅速性等を要する二次救急医療の体制強化が

必要であり、二次救急医療に確実に対応できる病院の確保が求められてい

ます。  
 

（２）新病院のコンセプト  
① 質の高い医療の提供  

生駒市の地域医療の問題点を踏まえ、政策的に実施すべき医療事業を

確実に実施し、市民満足度の高い、質の高い医療を提供する。  
② 地域完結型の医療体制構築への寄与  

 地域の病院がそれぞれの機能を分担し、かかりつけ医との連携も含め

た地域完結型の医療を目指し、また、患者を中心とした継続性のある医

療を提供するため、前方連携と後方連携を考慮し、周辺の地域医療機関

との病診連携や病病連携を積極的に推進する。  
③ 救急医療の充実  

     本地域における二次救急医療に対応できる中核病院の必要性から、内

科系、外科系、小児科系の二次救急医療の充実を図る。  
④ 小児医療の充実  

     本地域における小児二次医療の充実の必要性から、地域医療機関との

役割分担のもと、二次医療までの対応が可能な小児医療を提供する。  
⑤ 災害時医療の確保 

大規模災害時において、傷病者の受入れや医療救護に対応可能な応急

用医療資機材等を備えるなど、災害に対する緊急対応ができる機能を確

保する。 
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⑥ 予防医療の啓発  
     市立病院であることから、市民の公衆衛生意識の高揚を図るための講

習を行うなど市の保健行政と連携し、保健知識の啓発を図る。  
   ⑦ 財政的に健全な病院経営  

 新病院の運営形態については、「指定管理者方式」を採用することで、

医療機関が有する経営ノウハウを活用し経営の効率化を図り、財政的に

健全な病院経営を行う。 

⑧ 市民参加による運営 

条例で設置された市民の代表が参加する病院事業推進委員会におい

て、運営の基本となる病院事業計画、指定管理者との協定及び運営状況

の改善について審議し、市民参加による病院運営を実現する。 

⑨ 環境に配慮した運営 

新病院の運営にあたっては、環境マネジメントシステムであるＩＳＯ

（国際標準化機構）１４０００シリーズの認証取得を目指す。 

 

（３）新病院の病床規模 

新病院の病床規模は、地域完結型の医療、救急医療の充実、小児科医療

の充実、財政的に健全な病院経営を実現するため、現在、西和保健医療圏

で利用可能な病床数２１０床とします。 

 

（４）新病院の開設場所  
立地条件的にも交通の利便性に優れている近鉄東生駒駅前の約５ ,５０

０㎡の土地を賃借の方法により、開設場所とします。  
 
以上のとおり、旧生駒総合病院の後継病院として、生駒市内をはじめ、西和

保健医療圏内における二次救急医療等の不足医療に対応できる公立病院を開

設することにより、地域社会の医療向上を図るとともに保健行政や福祉行政と

の連携等市行政サービスの全般的な視点に立った医療行政の実現を目指しま

す。  
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２ 診療科目、各診療科目の病床数及び診療方針  
 

（１）診療科目  
次の１０診療科を設置します。  
内科  消化器内科  循環器内科  小児科  外科  
整形外科  脳神経外科  産婦人科  ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科  放射線科  

 
（２）各診療科目の病床数  

診療領域での病床配分は、次のとおりとします。  
ＩＣＵ   ７床  
小児科  ２０床  

産婦人科  ２０床  
内科系  ７９床  
外科系  ８４床  

 
（３）診療方針  

    新病院の診療方針については、地域医療における市立病院の役割を果た

していくべく、医療法人徳洲会を指定管理者候補として、本市と連携を密

にとりながら、地域の医師会及び病院・診療所とも連携しながら、「生駒

総合病院後医療に関する提言書」（平成 18 年 3 月 28 日）及び「生駒市新

病院整備専門委員会の中間答申」（平成 19 年１月 13 日）の趣旨を遵守し、

地域で欠落する医療機能の優先的な充足を目指します。  
    具体的な診療方針として、次の項目については次項以下で詳述します。 

○ 人員体制及び医療従事者の確保の方法  
○ 救急に対する取組  
○ 医療における安全管理に対する取組  
○ 地域医療の支援に対する取組  
○ 病院事業の運営に関する情報の開示及び広報  
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３ 人員体制及び医療従事者の確保の方法  
 

（１）人員体制  

人員体制については、開院当初は、１日平均想定患者数（外来３００名、

入院１４０名と仮定）による医療法規定人員数に基づき、次のとおり整え

ます。  
職 種  人 数  備 考  

医師  ２３名  

小児科２名、産婦人科３名、一般内科４名、循環

器内科２名、消化器内科１名、放射線科１名、一

般外科４名、脳神経外科２名、整形外科２名、リ

ハビリテーション科１名、麻酔科１名  

看護師  ８０名  

・准看護師含む。  
・ 外来部門３０名、入院部門５０名  
・ 助産師は、看護師の中で助産師の有資格者を

産婦人科に専任で配置（６名）  
薬剤師  ６名   

理学療法士  
作業療法士  
言語聴覚士  

３名  
 

放射線技師  ６名   
検査技師  ７名   
栄養士  ２名   

看護助手  ２９名   
事務職員他  ４０名   
合  計  １９６名   

 
また、開院後においては、以後の医療ニーズの変化等に適切に対応して

いくべく、近隣グループ病院等からの協力も得ながら、順次、非常勤職員

も含めた増員や人員配置を図ります。  
 
（２）医療従事者の確保の方法について  

（小児科・産婦人科医師の確保計画）  
① 指定管理者のグループ医療機関との人事異動等による全面的協力体
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制を組みます。  
② 当病院勤務希望者を公募します。  

 
（救急に対応する医師の確保計画）  

① 開院当初に救急専門医を確保することは厳しいですが、離島・へき

地・山間部等に勤務経験の豊富な医師が指定管理者のグループ医療機関

には多く勤務しており、一次救急は問題なく対応可能です。  
② 救急部（ER)にて救急医を育成している指定管理者のグループ医療機

関からの異動で救急に対応する医師の確保を行います。  
 

（看護師の募集方法や確保計画）  
   ① 看護部長・看護師長については指定管理者のグループに属する他の医

療機関から転籍異動を行います。  
② 指定管理者に属するグループ医療機関に勤務する看護師のうち、生駒

市出身者も含め、広く当病院への勤務希望者を募集します。  
③ 公募採用を行います。ただし、市内既存医療機関・施設からの引抜き

はいたしません。  
 



 - 7 -
 
 

４ 救急に対する取組  
 

（１）救急医療体制について  
新病院については、市内の二次救急体制で中心的な役割を果たすことを

目指し、内科系二次・外科系一次二次輪番体制へ参加するとともに、北和

小児科二次輪番体制等への参加や休日夜間応急診療所のバックアップを

行います。さらに、救急告示病院として、市消防本部救急隊との連携連絡

を緊密にし、かつ当直体制を開示し、２４時間体制での救急受入れをしま

す。  
 
具体的な体制としては、次のとおりとします。  
 

診療分野  稼動内容  稼動回数（ 1 月当たり）

内科系・外科系  市内内科系二次・外科系一次二

次輪番体制への参加  
内科系   ５回  
外科系   ５回  

奈良県北和小児科二次輪番体制

への参加  
休日    ２回  
夜間    ２回  

小児科  

休日夜間応急診療所のバックア

ップ（休日夜間の一次救急）  
１０回（※１）

産婦人科（※２） 奈良県北和産婦人科一次救急医

療体制への参加  
１０回  

 
（※１） 現在、休日夜間応急診療所（メディカルセンター）で小児科

医師が当直している火・木・土・日（うち火・木は 22：00～
24：00 の当直）以外の曜日を小児一次救急担当日とし、開院

当初は、当該担当日の月・水・金は 20 時から 24 時までは総

合診療医を配置します。  
ただし、開院後３年を目途に小児科医師を１名増員すること

で小児救急の充実を図ります。  
（※２） 産婦人科については、一次・二次診療を行います。産婦人科

緊急手術、分娩、ハイリスク分娩に対応します。但し、未熟児

分娩が予想される場合は NICU を有する北和三次救急施設と緊

密な連携を取り迅速な対応をします。  
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（２）救急に対する人員体制について  

医師・看護師・薬剤師・放射線技師・検査技師及び事務職員の当直体

制をとります。  
具体的な体制としては、次のとおりとします。  

 人員体制  
通常時  内科系・外科系医師各１名、検査技師・放

射線技師・薬剤師各１名の当直体制  
北和小児科二次輪番日  通常時当直体制+小児科医師１名の当直  
休日夜間応急診療所の

バックアップ（小児科）

担当日  

通常時当直体制+総合診療医１名を 20 時～

24 時の間で配置  

北和産婦人科一次救急

当番日  
通常時当直体制+産婦人科医１名の当直  

 
（３）救急についての診療科毎の対応レベルについて  

診療科  対応レベル  

内科（二次輪番） 諸検査（ＣＴ・ＭＲＩ・Ｘ線・血液等）及び緊急入院は可、

二次救急レベルまで対応可（例：重症の呼吸・循環・腎不

全等は対処不能）  

外科・整形外科・

脳神経外科（二次

輪番）  

諸検査（ＣＴ・ＭＲＩ・Ｘ線・血液等）及び緊急入院は可、

二次救急レベルまで対応可（例：重症の多発外傷や重症熱

傷等は対処不能）  

小 児 科 （ 二 次 輪

番）  

諸検査（ＣＴ・ＭＲＩ・Ｘ線・血液等）及び緊急入院は可、

二次救急レベルまで対応可  

産婦人科（二次輪

番）  

諸検査（ＣＴ・ＭＲＩ・Ｘ線・血液等）及び緊急入院は可、

二次救急レベルまで対応可（未熟児出産を伴う早産は未熟

児センターと連携するまで対応不可）  
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５ 医療における安全管理に対する取組  
 

 (１ ) 安全管理マニュアルの策定について  
  各部署からリスクマネージャーを選任し、院内にリスクマネジメント委

員会を設置します。また、リスクマネジメント委員会は隔週開催し、医療

安全管理者を中心に報告事例をもとにマニュアル化したうえ便覧を作成、

各部署に配布し情報を共有します。  
 

（２）医療事故に対する対応について        
    発生した医療事故については、関係者から医療安全管理者へ迅速に報告

し、その報告をもとに調査を行い、MRM（メデｲカルリスクマネジメント）

委員会で分析したうえ、医療安全推進委員会で討議し対応の決定を行ない

ます。  
 

（３）院内感染対策について  
    感染防止委員会・リンクナース委員会をそれぞれ定期的に開催し、感染

症発生の監視、院内感染の監視、職員の管理（予防接種等）、事故調査及

び防止策の検討、職員に対する啓蒙と教育など、感染防止に対する取り組

みを行ないます。  
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6 地域医療の支援に対する取組  
 

（１）疾病予防機能の強化について  
疾病予防に向けて、メタボリック・シンドロームや生活習慣病等につい

ての医療講演会を定例的に開催します。（講演会の講師は医師、看護師、

管理栄養士、理学療法士等病院内のスタッフや院外の医療従事者が務めま

す。）  
また、市民健診や予防接種について、市医師会と連携して、二次健診の

分担等の協力体制を整備します。 

 
（２）在宅支援機能の充実について  

 地域連携パスや退院支援チーム等の取組みにより、在宅支援診療所との

連携を図りながら、在宅への移行支援を行ないます。  
 また、急性期医療の患者を対象とした在宅医療システムを検討実施しま

す。具体的には、在宅患者の増悪事に対応する処置、入院加療用として５

床を確保します。  
 

 （３）開放型病床の設置について  
    地域の開業医と連携することにより、診療の一貫性が実現できることか

ら、医師会と病床数や運営方法を協議の上、開放型病床を設置します。  
 

（４）地域医療機関への医療教育プログラムの提供について  
次の取組を検討し、段階的に実施します。  
① 診療科による他医療機関との合同症例検討会の実施  
② 院内外の医療従事者に対する TCLS 又は AHABLS、AHAACLS ト

レーニング（ACLS に相当する指定管理者のプログラム）の継続的実

施（２年に１回程度）  
③ 医療機関、救急隊との定期勉強会の実施（年２回程度）  

 
（５）周辺の他の医療機関との連携について  

新病院開院後は、医師会に加入し、医療機器の相互利用やグループ内専

門医による研究会、合同カンファレンスの開催、医師会枠としての開放病

床の取組を進めます。  
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また、連携に賛同された医療機関を写真入りで院内に公開する「かかり

つけ医コーナー」を設置し、患者が自由に情報収集でき、希望に応じて紹

介状の作成、予約確認等を行い案内するシステムを構築します。  
また、地域で必要な医療を確保し、地域の医療機関との連携等を図る観

点から、医師会の協力のもと、地域の診療所や病院を支援する医療機関と

して、将来的には「地域医療支援病院」の承認を目指します。  
 

 （６）地域医療連携推進のための組織・体制及び方法等について  
院内に地域医療連携室を設置し、専任職員（看護師・MSW・介護職員

等で構成）を配置します。  
    この専任職員が地元医療機関を訪問することによって、地元医療機関の

ニーズに応え、相互の紹介をはじめ診療情報等の提供を行ないます。  
また、今後、さらなる地域医療連携を推進するため、医師会等とも十分

に協議しながら地域共有型電子カルテネットワークシステムの構築に向

けての検討を行います。  
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７ 病院事業の運営に関する情報の開示及び広報  
 

病院に関する一般的な情報は、ホームページ及び広報紙を作成して情報を

開示・広報します。  
   また、病院の活動・運営については、市民、患者と意見を交換し、市・医

師会等と協議する場を継続的に設置いたします。      
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８ 病院の施設及び附属設備の整備  
 （１）施設整備計画の策定にあたっての基本方針  
   ① 「公立病院改革ガイドライン」（平成１９年１２月２４日付総財経第

１３４号総務省自治財政局長通知）の趣旨及び「公立病院に関する財政

措置の改正要綱」（平成２０年１２月２６日付総務省自治財政局地域企

業経営企画室通知）に則って、市財政の負担を最小限に抑えるべく、民

間病院並みの水準の整備費により建築するものとし、建築単価について

は、病院建物整備に係る普通交付税措置の上限である３０万円／㎡を超

えない範囲とし、民間医療機関に対する融資を行っている独立行政法人

福祉医療機構の融資単価の２５万円／㎡を目安として整備します。  
 

② 施設建物の圧迫感や日影の問題、来院者（車両を含む。）の動線の設

定等について近隣住民の住環境に配慮し、また、医療廃棄物、排水、排

気等の処理等の安全性の視点にたった施設整備計画とします。  
 
③  当院は、市立病院として、地震等の大規模災害に強い施設として高い

安全性が求められることから、災害時直後の病院機能の確保や傷病者

の受入れや医療救護に対応できるよう、免震構造の採用、非常時電源

設備・給水設備の配備、災害時応急用医療資機材の備蓄スペースの確

保等を考慮した施設整備計画とします。  
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 （２）施設の概要  

生駒市立病院　新築工事　計画案

　地名・地番 奈良県生駒市東生駒1丁目6番2

　地域・地区 商業地域 80/400 防火関係：　防火地域

　高度地区 31m高度地区 日影規制：　無し

　敷地面積 ㎡ （ 坪）

　面積検討表

　許容建築面積 × 0.8 ＝ ㎡

　許容延床面積 × 4.0 ＝ ㎡

　駐車台数 屋外 8 台 地下 150 台 合計 158 台

　駐輪台数 21 台

　ﾊﾞｲｸ置場台数 27 台

　建築面積 ㎡

㎡　（容積対象面積 ㎡）

坪 坪

　建蔽率 ％ ＜　80.00％

　容積率 ％ ＜　400.00％

　残余面積 ㎡

104 床

99 床

7 床

75.52 )

2,639.05 )

2,695.45 )

210 床

病床数

(内駐車場

(内駐車場

1,158.54

床面積 床面積

942.023,114.12

㎡

904.41

申請床

４

　延床面積

3,131.00 947.12

21,935.02 6,635.31

坪

27,345.04

3,829.91

8,271.83

５

７

６

容積対象

4,400.00

合　計

１

２

３

Ｂ２

3,266.50 988.11

851.27 257.51

3,026.68 915.57

3,266.50 988.11

2,989.81

27,345.04

398.81

64.98

21,935.02

65.81

6,635.318,271.83

3,619.49

1,663.75

5,500.00

5,500.00

22,000.00

5,500.00

Ｂ１
3,869.25 1,170.44

(内駐車場
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（３）各階配置計画 

西 東

0 0

0 0

52 52

48 51

7 0

駐車場

（地上8台）

（地下１階69台）

（地下２階81台）

駐輪場

ﾊﾞｲｸ置場 17台

病
　
　
　
　
　
　
　
　
院

　ﾃﾞｲｻｰｼﾞｬﾘｰ（診察室・更衣室・待合室）

　ICU（7床）空調機械室、リネン室、当直室、ME室

　循環器内科（診察室・処置室・ｴｺｰ室・心電図室・負荷心電図室・SS）

　　　　　　　　準備室・沐浴室・授乳室・調乳室・診察室・新生児室）

　CAG室、機器庫、操作室、リカバリー室、将来対応スペース

　救急処置室、点滴室、ＣＴ、ＭＲＩ、Ｘ線一般撮影、当直室

　  商業地域、31m高度地区、建ぺい/容積＝80/400　

　  延床面積   27,345.04㎡(8271.83坪）

　診療情報室、医療管理室、印刷室、安全管理室、事務室、

　医局、更衣室、カンファレンス、サーバー室、図書室

５階

申請病床 　 敷地面積　5,500㎡  (1,663.75坪） 

7階

６階

　看護師休憩室、師長室、当直室、汚物処理室、準備室、処置室

　産婦人科（診察室・内診室・指導室・エコー室・ＳＳ）

　病棟薬局、相談室、リネン室、倉庫、空調機械室

　麻酔医室、SS、廃棄物保管庫、洗浄室、家族説明室

　オペ室（１～5）、BCR室、将来対応スペース、器材庫、記録室

　処置室、相談室、病棟薬局、観察室（HCU）３床

　一般病棟（個室１6室・４人室１０室）

　病診連携室、将来対応スペース

　ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科（外来・SS・ST室・更衣室・倉庫・スタッフ室）

4階

　薬局、医事課、授乳室、防災センター、売店、各スタッフ室

   内科（診察室・処置室）、外科（診察室・処置室）

　チルド庫、調理室、準備室、下処理室、チルドカート室、事務室

　東病棟（4人室9室、個室12室、特別個室1室、観察室３室）

　看護師休憩室・師長室・当直室ＳＳ、リネン庫、汚物処理室、準備室

2階

　　　　男女更衣室・ＳＳ・スタッフ室・検体検査室・病理検査室

　　　　遺伝子検査室・ｵｰﾄｸﾚｰﾌﾟ・検尿・採血）

　院内保育室、倉庫、事務室、講堂、蓄電池室、電気室、屋上庭園

　産婦人科病棟（４人室２室・個室10室・LDR室２室・産科処置室

　西病棟（4人室9室、個室12室、特別個室1室、観察室３室）

　会議室、当直室、院長室、看護部長室、看護部室、倉庫

生駒市立病院配置表

　健診センター（診察室・操作室・器材室・眼底聴覚検査室・エコー室

　脳神経外科（診察室・処置室）、消化器内科（診察室・処置室）

3階

　機器室、備蓄倉庫、一般ゴミ庫、感染ゴミ庫、産廃庫

　整形外科（診察室・処置室）、放射線科（診察室・処置室）

　　　　ラウンジ・ＳＳ・感染室・ＣＡＰＤ・スタッフ室）

　小児科病棟（個室4室・４人室４室・プレイルーム）

　小児科（診察室・処置室・授乳室・感染症診察室・感染待合室）

　人工透析（透析室・器材庫・カンファレンス・診察室・男女更衣室

　冷凍室、冷蔵室、食品庫、検収室、休憩室、薬品庫、倉庫

　職員食堂、職員食堂厨房、ゴミ庫、洗浄室、盛付・ﾄﾚｲﾒｲｸ、冷却室

　Ｘ線ＴＶ、マンモ・骨密、地域医療連携室、相談室、入院相談室

210

B2階

　中央材料室（回収室、洗浄室、組立・滅菌室、保管・供給室、払出し室）

　剖検室、霊安室、遺族控室、標本室、業者控室、記録室

　SPD室、荷捌室、清潔リネン庫、不潔リネン庫、事務室

B1階

1階

21台

　内視鏡センター（ﾘｶﾊﾞﾘｰ室・上部内視鏡室・下部内視鏡室

　外来予備室（診察室・処置室）、ＳＳ、スタッフ室

　　　　心電図室・Ｘ線ＴＶ・X線一般・・男女更衣室・ラウンジ室
　　　　ＳＳ・スタッフ室）

　　　　標本倉庫・診断室・切出・倉庫・前室・細菌検査室

158台

（４）パース・施設配置図・各階平面図・立面図・断面図・配置計画・平面計

画・立面断面計画・景観色彩計画（別紙１）  
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９ 今後１０年間における病院事業の収支の見通し  
 
 （１）経費の負担区分の原則  

 市の負担  指定管理者の負担  
用地（借地料）  ○   
建物（建設費）  ○  

病院事業債を活用
 

建物の減価償却費相当額  
 

○  
開院５年目から毎年指定管理

者負担金として市に納付   

医療機器等（減価償却費含む）  ○  
運営に伴う経費等  

（負担しない） 
○  

独立採算による  

 
 （２）市の病院事業会計における収支見込み  

施設整備費については、病院事業債で賄うものとします。  
また、その償還財源や借地料等の財政支出については、原則として地方

交付税交付金及び開院５年目から納付される指定管理者負担金（建物の減

価償却費相当額）をもって充て、さらに、当該充当後の不足額については、

減価償却費等の損益勘定留保資金（内部留保資金）で補填するものとしま

す。  
なお、損益勘定留保資金（内部留保資金）で補填しても、なお発生する

不足額については、北部地域整備促進基金からの長期借入れをもって充て

るものとします。  
 
 

（３）市の病院事業会計収支計画（別紙２）  
 
 

（４）指定管理者の収支計画（別紙３）  
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(請負率65％)
１　施設整備費について （単位　千円）

主な経費 金　　額 消費税抜き（事務費除） 備　　考

病院用地造成費 49,170 46,828 契約金額を計上

設計監理費 89,408 85,150 病院事業会計立上げ前に一般会計から執行した基本設計料27,300千円は除く。

実施設計料 57,068 54,350 契約金額を計上。ただし、開発許可申請業務2,664千円を含む。

工事監理料 23,572 22,450 契約金額を計上

追加地質調査委託料 8,768 8,350 契約金額を計上

建築工事費 5,351,000 5,097,000 概算工事費（8,232,000千円）×請負率65％

事務費 70,563 70,563 H22～26年度資本的事務費(人件費65,237千円含む)（内起債対象33,400千円）

医療機器等購入費 0 0 指定管理者側の負担のため計上せず。

合　　　　　計 5,560,141 5,299,541

260,600 （施設整備費に係る仮払消費税額総額）
※減価償却費 （単位　千円）

項目 減価償却対象価格 耐用年数及び残存価格 15年目までの年間償却額

病院建物 5,299,541 （造成工事費+設計監理料+建築工事費＋事務費） 232,779
建物本体（55%） 2,939,578 　（建物本体金額－残存価格（10％））×償却率0.035（耐用年数29年） 92,597
付帯施設（45%） 2,359,963 　（付帯施設金額－残存価格（10％））×償却率0.066（耐用年数15年） 140,182

２ 病院事業施設整備(初期投資分)に係る普通交付税算入について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）

元利償還金総額 5,729,721 1,289,187 企業債の元利償還金×１／２×０．４５（措置率）

平成26年度開院時 91,240 20,529 〃

平成29年度ﾌﾙｵｰﾌﾟﾝ時 644,683 145,054 〃

最高償還金額（平成28年度） 649,074 146,042 〃

※企業債借入金総額　 5,520,100

※企業債借入条件

借入対象 据置期間（年） 償還期間（年） 年利（％）

建築工事費等 1 10 0.7

３　病院事業運営に係る交付税算入について （単位　千円）

交付税算入額 算定根拠

病床割 149,520 ２10床×712千円

救急告示病院 41,385 1,697千円/床＋固定経費32,900千円/病院　（救急専用病床５床）

小児医療病床 29,300 １，４６５千円/床×２０床として算定

小児救急医療提供病院 21,613 １病院あたり　２１，６１３千円

241,818

※建物本体及び付帯施設の割合は、建築工事費を按分した割合によるが、病院用地造成費及び地質調査委託料は当該割合に関
わらず全額建物本体に含めて算定

合　　　　計

特別交付税

施設整備費に係る収支予測の試算ベース

普通交付税

※　ただし、病院用地造成費等、既に企業債を借り入れている費用については、実際の借入れ年利で計算している。

（病院用地造成費+設計監理費+建築工事費+起債対象事務費（人件費含む。））
※各経費10万円未満切捨て　※設計監理費のうち開発許可申請業務を除く。

民間資金を活用（元金均等償還）　

企業債の元利償還金額（千円未満端数切上処理） 交付税算入額（千円未満端数切捨処理）

事業運営に係る交付税の種類（H23年度ベース）
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(請負率75％)
１　施設整備費について （単位　千円）

主な経費 金　額 消費税抜き（事務費除） 備　　考

病院用地造成費 49,170 46,828 契約金額を計上

設計監理費 89,408 85,150 病院事業会計立上げ前に一般会計から執行した基本設計料27,300千円は除く。

実施設計料 57,068 54,350 契約金額を計上。ただし、開発許可申請業務2,664千円を含む。

工事監理料 23,572 22,450 契約金額を計上

追加地質調査委託料 8,768 8,350 契約金額を計上

建築工事費 6,174,000 5,880,000 概算工事費（8,232,000千円）×請負率75％

事務費 70,563 70,563 H22～26年度資本的事務費(人件費65,237千円含む)（内起債対象33,400千円）

医療機器等購入費 0 0 指定管理者側の負担のため計上せず。

合　　　　　計 6,383,141 6,082,541

300,600 （施設整備費に係る仮払消費税額総額）
※減価償却費 （単位　千円）

項目 減価償却対象価格 耐用年数及び残存価格 15年目までの年間償却額

病院建物 6,082,541 （造成工事費+設計監理料+建築工事費＋事務費） 267,273
建物本体（55%） 3,370,228 　（建物本体金額－残存価格（10％））×償却率0.035（耐用年数29年） 106,162
付帯施設（45%） 2,712,313 　（付帯施設金額－残存価格（10％））×償却率0.066（耐用年数15年） 161,111

２ 病院事業施設整備(初期投資分)に係る普通交付税算入について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）

元利償還金総額 6,583,993 1,481,398 企業債の元利償還金×１／２×０．４５（措置率）

平成26年度開院時 103,232 23,227 〃

平成29年度ﾌﾙｵｰﾌﾟﾝ時 740,826 166,686 〃

最高償還金額（平成28年度） 745,873 167,821 〃

※企業債借入金総額　 6,343,100

※企業債借入条件

借入対象 据置期間（年） 償還期間（年） 年利（％）

建築工事費等 1 10 0.7

３　病院事業運営に係る交付税算入について （単位　千円）

交付税算入額 算定根拠

病床割 149,520 ２10床×712千円

救急告示病院 41,385 1,697千円/床＋固定経費32,900千円/病院　（救急専用病床５床）

小児医療病床 29,300 １，４６５千円/床×２０床として算定

小児救急医療提供病院 21,613 １病院あたり　２１，６１３千円

241,818

事業運営に係る交付税の種類（H23年度ベース）

※建物本体及び付帯施設の割合は、建築工事費を按分した割合によるが、病院用地造成費及び地質調査委託料は当該割合に関
わらず全額建物本体に含めて算定

施設整備費に係る収支予測の試算ベース

普通交付税

※　ただし、病院用地造成費等、既に企業債を借り入れている費用については、実際の借入れ年利で計算している。

（病院用地造成費+設計監理費+建築工事費+起債対象事務費（人件費含む。））
※各経費10万円未満切捨て　※設計監理費のうち開発許可申請業務を除く。

民間資金を活用（元金均等償還）　

企業債の元利償還金額（千円未満端数切上処理） 交付税算入額（千円未満端数切捨処理）

合　　　　計

特別交付税
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(請負率85％)
１　施設整備費について （単位　千円）

主な経費 金　額 消費税抜き（事務費除） 備　　考

病院用地造成費 49,170 46,828 契約金額を計上

設計監理費 89,408 85,150 病院事業会計立上げ前に一般会計から執行した基本設計料27,300千円は除く。

実施設計料 57,068 54,350 契約金額を計上。ただし、開発許可申請業務2,664千円を含む。

工事監理料 23,572 22,450 契約金額を計上

追加地質調査委託料 8,768 8,350 契約金額を計上

建築工事費 6,997,000 6,664,000 概算工事費（8,232,000千円）×請負率85％

事務費 70,563 70,563 H22～26年度資本的事務費(人件費65,237千円含む)（内起債対象33,400千円）

医療機器等購入費 0 0 指定管理者側の負担のため計上せず。

合　　　　　計 7,206,141 6,866,541

339,600 （施設整備費に係る仮払消費税額総額）
※減価償却費 （単位　千円）

項目 減価償却対象価格 耐用年数及び残存価格 15年目までの年間償却額

病院建物 6,866,541 （造成工事費+設計監理料+建築工事費＋事務費） 301,813
建物本体（55%） 3,801,428 　（建物本体金額－残存価格（10％））×償却率0.035（耐用年数29年） 119,745
付帯施設（45%） 3,065,113 　（付帯施設金額－残存価格（10％））×償却率0.066（耐用年数15年） 182,068

２ 病院事業施設整備(初期投資分)に係る普通交付税算入について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）

元利償還金総額 7,438,265 1,673,610 企業債の元利償還金×１／２×０．４５（措置率）

平成26年度開院時 115,224 25,925 〃

平成29年度ﾌﾙｵｰﾌﾟﾝ時 836,969 188,318 〃

最高償還金額（平成28年度） 842,672 189,601 〃

※企業債借入金総額　 7,166,100

※企業債借入条件

借入対象 据置期間（年） 償還期間（年） 年利（％）

建築工事費等 1 10 0.7

３　病院事業運営に係る交付税算入について （単位　千円）

交付税算入額 算定根拠

病床割 149,520 ２10床×712千円

救急告示病院 41,385 1,697千円/床＋固定経費32,900千円/病院　（救急専用病床５床）

小児医療病床 29,300 １，４６５千円/床×２０床として算定

小児救急医療提供病院 21,613 １病院あたり　２１，６１３千円

241,818

※建物本体及び付帯施設の割合は、建築工事費を按分した割合によるが、病院用地造成費及び地質調査委託料は当該割合に関
わらず全額建物本体に含めて算定

合　　　　計

特別交付税

施設整備に係る収支予測の試算ベース

普通交付税

※　ただし、病院用地造成費等、既に企業債を借り入れている費用については、実際の借入れ年利で計算している。

（病院用地造成費+設計監理費+建築工事費+起債対象事務費（人件費含む。））
※各経費10万円未満切捨て　※設計監理費のうち開発許可申請業務を除く。

民間資金を活用（元金均等償還）　

企業債の元利償還金額（千円未満端数切上処理） 交付税算入額（千円未満端数切捨処理）

事業運営に係る交付税の種類（H23年度ベース）

 


